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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 11,727,077 12,135,802 23,897,098

経常利益 (千円) 160,361 350,085 324,901

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 445,331 209,449 983,096

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 384,637 203,277 931,197

純資産額 (千円) 15,662,560 15,038,705 15,285,755

総資産額 (千円) 32,532,266 30,480,988 30,912,409

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 20.60 10.79 46.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 20.57 10.77 46.03

自己資本比率 (％) 48.1 49.3 49.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 641,725 575,696 888,908

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 123,345 △1,267,848 1,901,391

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,206,037 △61,021 △4,491,739

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 10,566,174 8,542,558 9,301,340

回次
第10期

第２四半期
連結会計期間

第11期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.31 10.69

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に記載した将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

り、不確実な内容を含んでおり、将来の実績との間に差異が生じる可能性がありますので、ご留意ください。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、円高の進行による企業成績の減速や株式市場の低迷が影響

し、企業収益や個人消費に力強さを欠いた状態となりました。また、４月中旬に発生した熊本地震による影響は

徐々に収束に向かっているものの、英国の欧州連合離脱や中国をはじめとする新興国経済の減速など、世界経済の

先行きへの懸念もあり、依然として不透明な状況が続いております。

このような経営環境下におきまして、当社グループでは、各セグメントで事業戦略に基づく営業活動等を積極的

に推し進めてまいりました。また、介護事業、カラオケ事業、飲食事業間において、相互のシナジー効果を向上さ

せるよう様々な取り組みを企画し実践するなどして、積極的にサービスの付加価値向上に努めました。

経費面におきましても、コスト削減を進めることで経営の効率化を行い業績の安定化をはかりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は12,135,802千円（前年同期比3.5％増）、営業利益は216,194千

円（同182.1％増）、経常利益は350,085千円（同118.3％増）となりました。また、前第２四半期連結累計期間にお

いては、介護付有料老人ホーム１施設のセールアンドリースバック取引及びカラオケ機器の売却、土地の売却に伴

い固定資産売却益が発生したことなどから特別利益として557,283千円を計上しておりましたが、当第２四半期連結

累計期間においては、特別利益は発生していないことから親会社株主に帰属する四半期純利益は235,882千円減少

し、209,449千円（同53.0％減）となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

① 介護事業

介護事業におきましては、障がい児通所支援事業放課後等デイサービス「さわやか愛の家」を３カ所新規開設

したほか、当社グループとして初めての事業所となる「訪問看護ステーション八幡」を９月に開設いたしました。

これにより、当第２四半期末時点での営業拠点は75ヶ所141事業所となりました。既存施設におきましては、空室

を減らすために、近隣の病院や居宅介護支援事業所への訪問による連携の強化を推進することで入居率の安定化

を目指しました。また、４月中旬に発生した熊本地震における被災高齢者の方の無償受け入れを表明し、延べ38

名の方にご入居して頂きました。これらの結果、売上高は7,039,309千円（前年同期比13.2％増）、セグメント利

益は509,545千円（同91.0％増）となりました。
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② カラオケ事業

カラオケ事業におきましては、飲み放題のコースなどの獲得強化に努めるとともに、引き続きスマートフォン

向けのモバイル会員の勧誘を行うなどしてリピート客の増加をはかったほか、飲食店の情報サイトを積極活用し

集客の向上に努めました。しかしながら、４月に発生した熊本地震による影響で、同県内の３店舗が１週間程度

休業することになったほか、九州全般の地域で集客が減少傾向となりました。この結果、売上高は4,002,710千円

（前年同期比5.1％減）、セグメント利益は249,870千円（同17.5％減）となりました。なお、当第２四半期累計

期間において新規の開店は行っておりませんが退店を１店舗行ったことから、当第２四半期末時点での店舗数は

96店舗となりました。

③ 飲食事業

飲食事業におきましては、既存店の業態変更を２店舗行いました。また、新規出店を１店舗、閉店を３店舗行

ったことにより、当第２四半期末時点での店舗数は国内23店舗、海外３店舗となりました。既存店舗におきまし

ては、集客が減少傾向にあるため、タイムサービスの実施による集客の増加をはかったほか、法人顧客の獲得を

目指し、企業訪問をするなどして、宴会需要等の獲得に努めました。しかしながら、カラオケ事業と同様に、熊

本地震による影響から、１店舗が１週間程度の休業となり、また集客も減少傾向となったことなどから、売上高

は882,344千円（前年同期比6.7％減）、セグメント損失は33,369千円（前年同期はセグメント損失46,873千円）

となりました。

④不動産事業

不動産事業におきましては、販売用不動産の売買及び賃貸不動産の仲介業務等を中心に行っております。この

結果、売上高は100,138千円（前年同期比53.3％減）、セグメント利益は26,857千円（同56.8％減）となりまし

た。

⑤ その他

その他におきましては、ホテル事業において、宿泊客の増加、宴会の獲得、日帰り入浴の促進等に取り組みま

したが、４月の熊本地震の影響を大きく受け、来館客は減少しました。この結果、売上高は111,299千円（前年同

期比16.2％減）、セグメント損失は14,381千円（前年同期はセグメント損失1,125千円）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

て758,782千円減少し、8,542,558千円となりました。

各キャッシュ・フローの状況については下記のとおりであります。

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、575,696千円（前年同期は641,725千円の収入）となりました。収入の主な内

訳は税金等調整前四半期純利益が337,445千円、減価償却費の計上が575,071千円であり、支出の主な内訳はたな

卸資産の増加額が271,461千円、売上債権の増加額が108,231千円であります。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,267,848千円（前年同期は123,345千円の収入）となりました。支出の主な

内訳は有形固定資産の取得による支出が1,018,019千円、貸付による支出が172,662千円であります。

　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、61,021千円（前年同期は1,206,037千円の支出）となりました。収入の主な内

訳は長期借入れによる収入が1,620,000千円、自己株式取得目的の金銭の信託の払戻による収入が229,251千円で

あり、支出の主な内訳は長期借入金の返済による支出が1,293,447千円、割賦債務の返済による支出が304,727千

円、短期借入金の減少額が194,400千円であります。
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(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,487千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間に、新たに計画に追加された主要な設備は、介護事業における介護付有料老人ホーム

１件であり、投資予定額の総額は、1,326,704千円であります。

(5) 戦略的現状と見通し

今後の見通しにつきましては、介護事業におきましては、福岡県外での新規施設の開設予定が複数あり、新たに

進出する地域において地域社会との交流を活発に行い、認知度と信頼関係を強化するとともに、高齢者サービスへ

の需要に対して適時に対応することでビジネスの拡大をはかってまいりたいと考えております。

また、カラオケ事業におきましては、消費税増税の影響等から客数が減少傾向にある現状を踏まえて、アプリ会

員や65歳以上のゴールドメンバーを積極的に募集し、リピート率の向上に努めてまいりたいと考えております。

飲食事業においては、国内ではサービスや商品の強化を随時行うことで、顧客の信頼や安心感を高め客数の向上

をはかるとともに、海外においては、日本食の需要の高い地域での出店も検討してまいります。また、継続して、

カラオケ店舗と居酒屋店舗の顧客の回流を促進することで、効率的に収益の向上をはかってまいります。

不動産事業においては、販売用不動産などの調査を行うほか、その他では、ホテル事業の業績向上をはかること

で、介護事業との相乗効果を高めたいと考えております。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ431,420千円減少し、30,480,988千円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末より937,059千円減少し、13,161,856千円となりました。主な要因は、現金及び預

金、流動資産（その他）が減少したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末より505,638千円増加し、17,319,131千円となりました。主な要因は、建物及び構

築物、土地、有形固定資産（その他）が増加したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ184,371千円減少し、15,442,282千円とな

りました。

流動負債は、前連結会計年度末より341,487千円減少し、6,091,040千円となりました。主な要因は、買掛金、短

期借入金、1年内返済予定の長期借入金が減少したことによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末より157,116千円増加し、9,351,242千円となりました。主な要因は、長期借入金

が増加したこと及び固定負債（その他）が減少したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より247,049千円減少し、15,038,705千円とな

りました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金、自己株式の増加によるもの

です。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は49.3％となりました。

また、資金の流動性については、当第２四半期連結会計期間末における流動比率は、216.1％となっており、今

後、十分な流動性を確保するために、比率を高めてまいります。
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(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループは、平成18年10月の設立以来、『幼・青・老の共生』をコンセプトに事業子会社である株式会社さ

わやか倶楽部、株式会社ボナーを通じ、高齢者介護施設の運営、カラオケ・飲食店舗の運営、不動産事業等の事業

活動を展開してまいりました。現在は介護事業・カラオケ事業・飲食事業を３本柱として、地域社会に必要とされ

る企業となること及び顧客に安心・信頼していただけるサービスの継続的な提供を行うことを経営課題として日々

事業活動に取り組んでおります。

当社グループが参画する主要３事業を取り巻く環境は、介護事業では、高齢化社会を背景に需要が拡大して行く

ものと認識しております。また平成22年６月には、特別養護老人ホームなど介護施設の総利用者数を一定の範囲に

抑える総量規制を後押ししている参酌標準を撤廃し、第５期介護保険計画(平成24年度～平成26年度)から、各都道

府県が地域の実情に応じて策定可能とすることが閣議決定されたことを受け、これまで以上に地域において、その

実情に応じた基盤整備が進んでいくものと考えられます。従いまして、当社グループが中心として取り組んでいる

特定施設の開設も、より市町村との繋がりを密にし、公募等の情報を適時に把握していくことが必要となると考え

られます。また、平成27年度介護報酬改定において改定率が2.27％引き下げとなったことは、介護事業者の収益面

にマイナスの影響を与えただけでなく、介護保険サービスを利用する被保険者においても大きな影響があると考え

られ、これまで以上に健全な運営を行う基盤の整った介護事業者が求められるものと考えられます。

カラオケ事業におきましては、カラオケボックス業界の市場規模が縮小傾向にあり、事業者間での競争が激化し

ていると認識しております。今後におきましても、少子化の影響で主要な客層である10代から20代の利用が徐々に

縮小していくと考えられますが、一方で団塊世代の定年後の余暇需要が新たなマーケットとして期待される点や、

平成19年度以降のカラオケ参加人口がほぼ横ばいであることなどを踏まえると、今後も参加人口については現状と

ほぼ変わらずに推移するのではないかと考えられます。

飲食事業のうち、当社グループが主に参画している居酒屋業界におきましては、長引くデフレや「若者のアルコ

ール離れ」等からの影響で、市場規模が縮小傾向にあると認識しております。今後もこの傾向は継続すると考えら

れるため、アルコール以外の商品の充実や食品の質・品揃えの向上、接客サービスでの差別化、コンセプトを含め

た店舗の特徴などのさらなる充実をはかる必要があると考えられます。また、海外における日本食需要の高い地域

での出店においても継続して検討を行ってまいります。

このような事業環境の下、当社グループは各事業分野において、課題の対処を強化し、顧客の要求に速やかに対

応するとともに、地域社会との繋がりを深め、信頼関係を構築していくことで、競合他社との差別化を行ってまい

ります。さらに従業員の教育を徹底し、専門知識の習得とサービスの質を高めることにより、一層の企業体質の強

化をはかってまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 58,400,000

計 58,400,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,618,800 21,618,800
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 21,618,800 21,618,800 ― ―

（注）提出日現在発行数には、平成28年11月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月30日 ― 21,618,800 ― 2,222,935 ― 1,939,791
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ウチヤマフューチャー
福岡県北九州市小倉北区神岳２丁目

10－27－401 6,400,000 29.60

内山 文治 福岡県北九州市小倉北区 2,213,720 10.24

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 1,001,600 4.63

内山 孝子 福岡県北九州市小倉北区 869,320 4.02

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR: FIDELITY
SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON,MA 02210
U.S.A.
(東京都千代田区丸の内２丁目７-１)

775,000 3.58

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 636,500 2.94

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA／NV

10(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)

RUE MONTOYERSTRAAT 46，1000 BRUSSELS，
BELGIUM (東京都千代
田区丸の内２丁目７-１)

550,900 2.55

ウチヤマホールディングス従業員持株会
福岡県北九州市小倉北区熊本２丁目10-10

485,100 2.24

株式会社エクシング 愛知県名古屋市瑞穂区桃園町３-８ 304,800 1.41

株式会社第一興商 東京都品川区北品川５丁目５-26 280,000 1.30

計 ― 13,516,940 62.52

(注) １ 当第２四半期末現在における日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社（信託口）の信託業務の株式数については、当社として把握することができないため

記載しておりません。

２ 上記のほか、自己株式2,287,776株（10.58％）を所有しております。

３ 平成28年１月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、エフエムアール エルエルシー

(FMR LLC)が平成27年12月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当

第２四半期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

　 なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

エフエムアール エルエルシー
（FMR LLC)

米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、
サマー・ストリート245
(245 Summer Street,Boston,Massachusetts
02210,USA)

1,331,200 6.16
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

2,287,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

19,329,000
193,290

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

2,100
― ―

発行済株式総数 21,618,800 ― ―

総株主の議決権 ― 193,290 ―

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社
ウチヤマホールディングス

福岡県北九州市小倉北区
熊本２丁目10-10

2,287,700 ― 2,287,700 10.58

計 ― 2,287,700 ― 2,287,700 10.58

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、明治アーク監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,771,970 9,013,230

売掛金 1,551,065 1,659,297

有価証券 - 5,013

商品 64,795 63,670

販売用不動産 948,994 1,220,918

貯蔵品 39 174

その他 1,773,223 1,209,904

貸倒引当金 △11,173 △10,351

流動資産合計 14,098,916 13,161,856

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,494,227 7,724,809

土地 3,346,595 3,521,632

その他（純額） 1,114,630 1,206,445

有形固定資産合計 11,955,453 12,452,887

無形固定資産 55,202 52,525

投資その他の資産

その他 4,890,712 4,890,947

貸倒引当金 △87,875 △77,229

投資その他の資産合計 4,802,837 4,813,717

固定資産合計 16,813,493 17,319,131

資産合計 30,912,409 30,480,988

負債の部

流動負債

買掛金 343,831 293,049

短期借入金 819,813 625,413

1年内償還予定の社債 35,000 17,500

1年内返済予定の長期借入金 2,371,843 2,265,403

未払法人税等 107,819 158,730

賞与引当金 217,384 230,104

ポイント引当金 387,858 348,289

株主優待引当金 10,175 -

資産除去債務 8,333 12,268

その他 2,130,468 2,140,282

流動負債合計 6,432,527 6,091,040

固定負債

長期借入金 7,032,679 7,465,672

資産除去債務 199,340 212,106

その他 1,962,105 1,673,463

固定負債合計 9,194,125 9,351,242

負債合計 15,626,653 15,442,282
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,222,935 2,222,935

資本剰余金 2,676,892 2,676,892

利益剰余金 11,213,028 11,322,646

自己株式 △815,511 △1,166,007

株主資本合計 15,297,345 15,056,467

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △13,186 △19,289

為替換算調整勘定 650 1,527

その他の包括利益累計額合計 △12,536 △17,761

非支配株主持分 946 -

純資産合計 15,285,755 15,038,705

負債純資産合計 30,912,409 30,480,988
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 11,727,077 12,135,802

売上原価 10,854,483 11,067,197

売上総利益 872,594 1,068,605

販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 7,284 6,731

租税公課 228,387 250,998

貸倒引当金繰入額 2,278 115

その他 557,994 594,565

販売費及び一般管理費合計 795,944 852,410

営業利益 76,649 216,194

営業外収益

受取利息 7,270 3,354

受取配当金 1,276 28

補助金収入 48,268 78,946

その他 99,242 121,170

営業外収益合計 156,057 203,499

営業外費用

支払利息 66,504 45,815

為替差損 530 15,357

その他 5,310 8,436

営業外費用合計 72,345 69,608

経常利益 160,361 350,085

特別利益

固定資産売却益 476,813 -

投資有価証券売却益 59,864 -

負ののれん発生益 20,605 -

特別利益合計 557,283 -

特別損失

減損損失 38,081 12,639

特別損失合計 38,081 12,639

税金等調整前四半期純利益 679,564 337,445

法人税、住民税及び事業税 175,847 117,903

法人税等調整額 60,854 11,952

法人税等合計 236,702 129,855

四半期純利益 442,861 207,590

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,469 △1,858

親会社株主に帰属する四半期純利益 445,331 209,449
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 442,861 207,590

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △58,650 △6,102

為替換算調整勘定 425 1,788

その他の包括利益合計 △58,224 △4,313

四半期包括利益 384,637 203,277

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 386,889 204,223

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,252 △946
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 679,564 337,445

減価償却費 609,157 575,071

減損損失 38,081 12,639

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,357 △11,467

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,663 12,719

ポイント引当金の増減額（△は減少） 83,086 △39,569

株主優待引当金の増減額（△は減少） △12,050 △10,175

固定資産売却損益（△は益） △476,813 -

投資有価証券売却損益（△は益） △59,864 -

負ののれん発生益 △20,605 -

受取利息及び受取配当金 △8,546 △3,382

支払利息 66,504 45,815

売上債権の増減額（△は増加） △53,397 △108,231

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,063 △271,461

未払消費税等の増減額（△は減少） △59,396 67,772

仕入債務の増減額（△は減少） △35,334 △51,534

その他 △49,582 36,555

小計 708,886 592,198

利息及び配当金の受取額 5,645 1,128

利息の支払額 △64,856 △45,898

法人税等の支払額 △133,754 △88,079

法人税等の還付額 125,804 116,347

営業活動によるキャッシュ・フロー 641,725 575,696

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,290,252 △1,018,019

有形固定資産の売却による収入 1,639,395 -

無形固定資産の取得による支出 △767 △848

投資有価証券の取得による支出 △500,000 -

投資有価証券の売却による収入 120,408 -

投資有価証券の償還による収入 - 2,890

定期預金の預入による支出 △457,425 △42

定期預金の払戻による収入 952,813 -

敷金及び保証金の差入による支出 △71,861 △26,563

敷金及び保証金の回収による収入 1,656 26,773

事業譲受による支出 △215,000 -

貸付けによる支出 △3,640 △172,662

貸付金の回収による収入 18,950 19,142

その他 △70,933 △98,516

投資活動によるキャッシュ・フロー 123,345 △1,267,848
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 561,000 △194,400

長期借入れによる収入 1,181,117 1,620,000

長期借入金の返済による支出 △2,428,718 △1,293,447

社債の償還による支出 △17,500 △17,500

リース債務の返済による支出 △687 △433

割賦債務の返済による支出 △393,165 △304,727

自己株式取得目的の金銭の信託の払戻による収
入

- 229,251

配当金の支払額 △108,033 △99,764

その他 △50 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,206,037 △61,021

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 △5,608

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △440,943 △758,782

現金及び現金同等物の期首残高 11,007,118 9,301,340

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,566,174 ※ 8,542,558
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第２半期連結累計期間における四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 11,489,824千円 9,013,230千円

証券口座預け金（その他流動資産） 500,000千円 -千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
又は担保に供している預金

△1,423,650千円 △470,672千円

現金及び現金同等物 10,566,174千円 8,542,558千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 108,092 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月11日
取締役会

普通株式 108,092 5.00 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 99,830 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 96,655 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成27年11月19日開催の取締役会決議に基づき、当第２四半期連結累計期間において自己株式635,100

株の取得を行いました。この結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が350,496千円増加し、当第２四

半期連結会計期間末において自己株式が1,166,007千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書
計上額
(注)３介護事業

カラオケ
事業

飲食事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への
売上高

6,216,980 4,216,943 945,635 214,630 11,594,190 132,887 11,727,077 ― 11,727,077

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 134 20,386 5,555 26,076 ― 26,076 △26,076 ―

計 6,216,980 4,217,078 966,022 220,185 11,620,266 132,887 11,753,154 △26,076 11,727,077

セグメント利益
又は損失(△)

266,826 302,939 △46,873 62,190 585,083 △1,125 583,957 △507,307 76,649

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業及び通信事業を含んで

おります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△507,307千円の主な内容は、セグメント間取引消去226,581千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△733,889千円であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第２四半期連結累計期間において、退店した店舗及び移転・退店が予定されている店舗について、「カラオケ

事業」セグメントでは16,301千円、「飲食事業」セグメントでは21,779千円の減損損失を計上しております。

（重要な負ののれん発生益）

「介護事業」セグメントにおいて、有限会社萬屋が運営しておりました大分県大分市の介護施設１施設を平成27

年９月30日付で譲受けたことに伴い、当第２四半期連結累計期間において20,605千円の負ののれん発生益を計上し

ております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書
計上額
(注)３介護事業

カラオケ
事業

飲食事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への
売上高

7,039,309 4,002,710 882,344 100,138 12,024,503 111,299 12,135,802 ― 12,135,802

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 196 21,156 100 21,452 ― 21,452 △21,452 ―

計 7,039,309 4,002,906 903,501 100,238 12,045,955 111,299 12,157,255 △21,452 12,135,802

セグメント利益
又は損失(△)

509,545 249,870 △33,369 26,857 752,903 △14,381 738,522 △522,327 216,194

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△522,327千円の主な内容は、セグメント間取引消去236,232千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△758,560千円であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第２四半期連結累計期間において、移転・退店が予定されている店舗について、「カラオケ事業」セグメント

では268千円、「飲食事業」セグメントでは12,371千円の減損損失を計上しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 20円60銭 10円79銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 445,331 209,449

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

445,331 209,449

普通株式の期中平均株式数(株) 21,618,424 19,408,894

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円57銭 10円77銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 34,012 32,616

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

２ 【その他】

平成28年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額…………………………………… 96,655千円

(ロ）１株当たりの金額……………………………… ５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成28年12月５日

（注） 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月14日

株式会社 ウチヤマホールディングス

取締役会 御中

明治アーク監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 後 藤 正 尚 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 藤 本 幸 宏 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウチヤ

マホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年

７月１日から平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウチヤマホールディングス及び連結子会社の平成28年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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